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１．緒言 

少子高齢化が大きな社会問題となり、厚生労働省(１)や

内閣府(２)はそれぞれ子育ての視点および共生社会の視

点から問題提起している．また、これに呼応して、各自治

体においても様々な次世代育成支援対策が推進されて

いる。 

国は綿密なアンケート調査を行い、現代家族における

問題を把握している。しかし、現場の声が届きにくい体制

のため、必ずしも各家庭が実感できる子育て支援へとつ

ながっていないのが実情である。施策を有効に活用する

為に、自分たちの必要な支援策を自ら提案していくような

仕組みづくりが必要とされてきている。 

そこで本研究では、各世帯、地域社会、大学、企業、行

政を有機的に結びつけ、各家庭の問題を社会問題として

共有できる機能を備えた次世代育成支援情報ネットワー

クを構築することを目的とする。 

 

２．母親支援と父親支援 

ここ数年、国からの補助金や助成金に後押しされ、子

育て支援関連の講演会や講座、NPO等の支援活動が頻

繁に行われている。しかし、対象である母親の参加が非

常に少ないという実態がある。原因として、元教育者や有

識者で構成される相談員からのステレオタイプ的なアドバ

イスへの関心低下が考えられる。母親中心の子育て支援

活動で普及している主な活動は、おしゃべり中心の｢サー

クル｣、現代風バザーの｢フリーマーケット｣である。これら

の活動は、ストレス発散や気分転換に効果的であるが、

家庭教育の推進という役割を担うことができない。本の売

り上げからみる家庭教育を意図する好評な読み物は、子

育てハッピーアドバイス(3)、ああ息子(４)等（５）である。いずれ

も、自分だけが子育ての大変さを感じているのではなく、

共通する悩みなのだと実感できるような内容である。 

また、平成１７年以降、父親向けの子育て雑誌が相次

いで発刊されている。代表的な雑誌は、プレジデントファ

ミリー(６)や日経キッズプラス(７)、ＡＥＲＡウィズキッズ(８)等(９)で

ある。今後の子育て支援の展開には、父親の理解、さらに

は企業の理解を得ることが必要とされ、仕事と家庭のバラ

ンスが重要視されてきたことがこの現象の背景にあると推

測できる。 

これらの各活動が、母親や父親のニーズに合った支援

に結びつく為には、支援側の一方的な情報発信に留まら

ず、支援を受ける側の意見を取り入れる環境が必要とさ

れる。また、一方では、企業や大学、地域が、家庭内で抱

え込むべき問題ではなく、社会的問題として共有していく

姿勢を、各世帯に向けて明示していくことも重要な課題と

なっている。 

 

３．行政と支援団体 

三位一体の施行に伴い、地方分権の施策が求められ

ているが、過去の一方的な流れが浸透している行政シス

テムを数年間で逆流させる為にはいくつもの課題が存在

する。   

まずは、県の視点から現状を整理する。地域に合った

施策の立案には、現場のニーズを知ることが必須となる

が、現場をとりまとめている市町村と県との間の協議機能

が十分とはいえない。また、現場のニーズに敏感な支援

団体(NPOや任意団体)と県との関係は、助成金や補助金

の範囲内での協力が中心であった為に、事業費レベル

での協働関係が成り立ちにくい現状がある (１０)(１１)  。 

筆者の経験でも、数年間のやり取りの後に、行政担当

者と支援団体との間で信頼関係が芽生え、協働事業が実

現した場合でも、行政担当者の異動に伴い関係が途切れ

てしまうことが多々みられる。現状、県の施策は、現場の

ニーズを知る手がかりが確立されていない為に、行政担

当者の個人的な能力に委ねられている部分が多いことが

わかる。 

次に、支援団体の視点から現状を整理する。一般的に

主体事業が成り立つことの少ない支援団体の主な活動資

金源は、助成金・補助金であることが多い。このことが原

因となり、支援団体同士の競争が加速している。助成金・

補助金獲得の為の新しい提案が、他の支援団体に漏れ

ることのないように同士で結束し、横のつながりが希薄に

なる傾向が強い。さらなる悪循環として、NPO 等の特徴で

ある“高い志し”が、形態維持の為の目的に押されてしま



っていることも多く見られる。母親が中心となることが多い

子育て支援団体を例にとると、あらかじめ申請・報告書式

が決まっている助成金・補助金へは比較的参加しやすい

が、契約の伴う事業費への展開は、社会経験の少ない母

親層にとって超えることのできない障壁となっている。 

上記の各々の問題を解決するためには、県と市町村、

各支援団体が共通したネットワークを持ち、双方の事情や

問題点を共有することが喫緊の課題となっている。 

 

４．求められるコミュニティサイト 

 以上の課題を解決する為には、社会問題として共有す

ることが可能な以下のシステムを持つコミュニティサイトが

有効であると考えている。 

①県域の次世代育成関連データベース 

②国の政策や近年の次世代育成事情紹介システム 

③核家族問題や専業主婦等の家庭事情紹介システム 

④生涯学習システム 

⑤協働参画のための情報発信/交換システム 

 

この観点から、本研究ではコミュニティサイトを設計した。

そのサイトマップを図１に、トップページのイメージを図 2

に示す。 

 

 
図1 サイトマップ 

 

 

図2 トップページ 

 

５．効果 

このコミュニティサイトの普及により、家庭のニーズが公

開され、社会問題として共有することができる。また、関連

機関との情報交換が盛んになることにより、様々な問題解

決に有効であるだけではなく、関係も強化される。これら

の効果により、次世代育成の基盤が確立されることが期待

できる。 

 一方、行政担当者の異動に伴う施策の変動や担当者の

意識レベルも維持・発展させることが可能である。また、助

成金・補助金確保の問題を抱える支援団体間も、お互い

の情報を知ることにより、得意分野を活かした棲み分けが

可能となる。協働が熟成し、支援団体と大学との連携が実

現可能な段階に進むことができれば、さらに専門的で現

場に見合った政策立案へと結びつくことも期待できる。 

 

６．現状と展望 

現状は、平成１９年度の運用開始を目標に、コミュニテ

ィサイトの開発・テスト段階にある。将来、このサイトが有効

に活用されると、まずは、共通の課題である子育て分野

のコミュニティ基盤が形成され、次いで、多文化共生、青

少年育成、福祉等の他分野への広がりが期待できる。幅

広いコミュニティが形成されると、現実問題の併せ持つ複

雑な問題や、地域に特化した問題を共有することが可能

となり、地方の政策が最大限活かされるような仕組みづく

りに役立つことが期待される。したがって、これをプロトタ

イプとする参画システムを確立することができれば、地方

分権の受け皿としての重要な役割を担うことが可能になる

ものと考える。 
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